
　　　　　当該10％に達した会計年度の翌会計年度から1円に達するまで、5年間で均等償却を行う方法によっている。

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

1,082,074,293 0 0 1,082,074,293

2,338,089 0 259,802 2,078,287

1,084,412,382 0 259,802 1,084,152,580

1 0 0 1

100,542,052 6,852,872 0 107,394,924

126,392,000 0 14,500,000 111,892,000

226,934,053 6,852,872 14,500,000 219,286,925

1,311,346,435 6,852,872 14,759,802 1,303,439,505

当期末残高
（うち指定正味財
産からの充当額）

（うち一般正味財
産からの充当額）

（うち負債に対応
する額）

1,082,074,293 0 1,082,074,293 ―

2,078,287 0 2,078,287 ―

1,084,152,580 0 1,084,152,580 ―

1 0 1 0

107,394,924 0 107,394,924 0

111,892,000 0 111,892,000 (111,892,000)

219,286,925 0 219,286,925 (111,892,000)

1,303,439,505 0 1,303,439,505 (111,892,000)

法　人　名：公益社団法人　滑石樫原霊苑

財務諸表に対する注記

（１）固定資産の減価償却の方法

　　　　有形固定資産

１．重要な会計方針

２．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

（２）消費税等の会計処理

　　　　　　消費税の会計処理は税込方式によっている。

　　　　　　残存価額を1円として、定額法により減価償却を行っている。

　　　　　ただし、平成19年3月31以前に取得した固定資産については、残存価額を取得価額の10％として、

小　　計

　　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

（単位：円）

科　目

基本財産

  土地（基）

  建物（基）

小　　計

特定資産

  構築物（特）

  長期修繕工事準備預金

  解約準備預金

  長期修繕工事準備
預金

合　　計

３．基本財産及び特定資産の財源等の内訳

　　基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

（単位：円）

科　目

基本財産

  土地（基）

  建物（基）

小　　計

特定資産

  構築物（特）

  解約準備預金

小　　計

合　　計



取得価額 減価償却累計額 当期末残高

26,850,393 24,772,106 2,078,287

26,850,393 24,772,106 2,078,287

32,154,914 32,154,913 1

32,154,914 32,154,913 1

2,914,444 162,722 2,751,722

8,408,330 8,253,985 154,345

7,274,438 4,951,568 2,322,870

1,495,800 822,690 673,110

6,540 0 6,540

20,099,552 14,190,965 5,908,587

79,104,859 71,117,984 7,986,875

4,362,529円 26,102,819円

 円  円

 円  円

4,362,529円 26,102,819円

４．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

　　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

小　　計

（単位：円）

科　目

基本財産

  建物（基）

小　　計

特定資産

  構築物（特）

小　　計

その他固定資産

  車両運搬具

  預託金

  什器備品

　ソフトウェア

　構築物

５．キャッシュ・フロー計算書の資金の範囲及び重要な非資金取引

（１）現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている金額との関係は以下のとおりである。

前期末 当期末

合　　計

  

現金預金勘定 現金預金勘定

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 預入期間が３ヶ月を超える定期預金

公社債投資信託等振替額 公社債投資信託等振替額

現金及び現金同等物 現金及び現金同等物

（２）重要な非資金取引は、以下のとおりである。

前期末 当期末
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